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【研究要旨】 

アルコール摂取は、飲酒者の健康だけでなく、他者の健康被害、労働生産性の低下、事故

や犯罪行為など、幅広く様々な影響をもたらす。アルコール摂取の幅広い影響を要約する方

法のひとつにアルコール関連問題のコスト推計があり、本研究ではアルコール関連問題の

コスト推計の先行研究の枠組みを確認した上で、先行研究の手法を参考に、2017 年の日本

の飲酒パターンを考慮したアルコール寄与割合を用いて、2017 年のアルコール関連問題の

コスト推計を行った。推計された 2017 年のアルコール関連問題のコストは、3 兆 1,978 億

円～5 兆 7,752 億円であった。本推計に含められていないコストもあり、幅の大きい値であ

るが、アルコール関連問題のコスト推計はアルコール関連問題を低減する施策の評価への

活用ができる可能性がある。 

 

Ａ. 研究目的 

 アルコールは、世界的に疾病負担の主要

な危険因子とされており、2016 年において

アルコール摂取による死亡は、世界の全死

亡の約 5％を占める（GBD 2019 Risk Fa

ctors Collaborators., 2020; Shield et al.,

 2020）。また、アルコール摂取は、飲酒者

の健康だけでなく、他者の健康被害、労働生

産性の低下、事故や犯罪行為など、幅広く

様々な影響をもたらす。そのため、アルコー

ル摂取の幅広い影響の要約が試みられてお

り、アルコール摂取がもたらすコストの研

究はその一つの方法である（Single et al.,

 2003）。 

 日本では、1987 年のデータを用いたアル

コール関連問題のコストが報告されている

（Nakamura et al., 1993）。この研究では、

1984 年の Harwood による cost-of-illness

（COI）の枠組みが推計に用いられた。その

後、尾﨑らが、2003 年、2008 年、2013 年

について、Nakamura らと同じ方法で推計

を行っている（尾崎ら., 2017）。また、アル

コール関連問題のコストのうち医療費につ

いては、2 編報告されている（Taguchi an

d Ikeda., 2015; 杠ら., 2019）。一方、198

4 年以降、アルコール摂取がもたらすコス

トに関するガイドラインが複数示されてお

り、その内容を踏まえた推計が求められる

（Carr et al., 2021）。また、これまで米国

のアルコール寄与割合（Alcohol attributa

ble fraction; AAF）を使用してきたが、日

本の飲酒パターンに沿った AAF を使用す

ることも望まれる。 

 本研究は、アルコール摂取がもたらすコ
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ストのガイドラインと既報をレビューした

報告を参考に、日本の飲酒パターンに沿っ

た AAF を用いて、2017 年のアルコール関

連問題のコストを推計することを目的に実

施した（Carr et al., 2021）。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は既存資料を使用したため該当しな

い。 

 

Ｂ. 研究方法 

これまで日本で行われたアルコール関連

問題のコスト研究の枠組みについては、Sin

gleらが 2003年に示した枠組みと比較した

（Single et al., 2003）。 

 

情報源 

推計に用いた公的データは、推計患者数

（2017 年患者調査）、死因別死亡数（2017

年人口動態調査）、傷病分類別医療費および

診療日日数（2017 年社会医療診療行為別統

計）、一般・指定医薬品出荷額（2017 年 OT

C 市場規模調査）、平均賃金（2017 年賃金

構造基本統計調査）、家事労働の価値（201

6 年無償労働の貨幣価値）、交通事故による

損失額（内閣府令和 4 年度交通事故の被害・

損失の経済的分析に関する調査、2014 年の

損失額を用いた）、警察・裁判費用（警察庁、

刑務所の予算）、刑事施設入所費用、配偶者

暴力及び児童虐待に関する費用、更生保護

の費用（保護観察）、医療扶助費（生活保護

費）、障害年金受給者実態調査、社会福祉施

設入所費（社会福祉施設調査報告）であっ

た。なお、アルコール寄与疾患の傷病基本分

類のうち、公表されていない推計患者数は

厚生省統計局に依頼し集計表の提供を受け

た。 

アルコール使用障害同定テスト（Alcohol

 Use Disorders Identification Test; AU

DIT）15 点以上を有害なアルコールの使用

者とした。AUDIT15 点以上の者の割合は 2

018 年 1 月に実施されたわが国の成人の飲

酒行動に関する全国調査の結果を用いた。 

 

アルコール寄与割合（Alcohol attributable

 fraction; AAF） 

2017 年の日本における AAF は、Canad

ian Institute for Substance Use Resear

chが公開するThe International Model o

f Alcohol Harms and Policies (InterMA

HP) Version 3.0 を用いて算出した（http

s://www.uvic.ca/research/centres/cisur/pro

jects/intermahp/index.php）。InterMAHP

は、性年齢グループ別の一人当たりのアル

コール消費量、相対飲酒量、生涯非飲酒者割

合、過去飲酒者割合、現在飲酒者割合、ビン

ジ飲酒者をもとに性年齢グループ別の AA

F を算出するオープンアクセスのプログラ

ムである（Sherk et al., 2017; Sherk et 

al., 2020）。2018 年 1 月に実施されたわが

国の成人の飲酒行動に関する全国調査の結

果を元に、上記を入力し、男女別の 20～34

歳、35～64 歳、65 歳以上の 2017 年の AA

F を得た。 

 

推計方法 

尾崎らが行った推計方法と本研究の推計

方法を表 1 に示した。本研究では、尾崎ら

が行った方法から、いくつか変更した点が

あり、それを以下に示す。なお、本研究では、

変更点の組み合わせで、方法 1～方法 4 の

4 パターンの推計を行っており、該当する
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変更点の後ろに、変更に該当する方法を示

した。 

 

変更点 1：InterMAHP を使用して作成した

AAF を用いた。また、その変更に伴い AA

F を利用する推計では、年齢カテゴリーは

20～34 歳、35～64 歳、65 歳以上の３つの

グループとした。0～19 歳は AAF を利用す

る推計には含めていない。一方、近年のアル

コール寄与疾患のエビデンスがアップデー

トされた AAF を用いたことでこれまで含

まれていなかった疾患群であるⅩ呼吸器系

の疾患がアルコール寄与疾患に追加となっ

ている。加えて、InterMAHP の AAF は過

去飲酒者割合が考慮されている。なお今回

は相対危険度のデータ元を WHO の Globa

l status report on alcohol and health 2

018 としており、女性の糖尿病、男性の虚

血性心疾患、男女の虚血性脳卒中はアルコ

ールが防御因子として AAF が示される。ア

ルコール寄与死亡数や患者数を算出する際

は、これら防御因子で示された人数は総数

から差し引いた。（方法 1）～（方法 4） 

 

変更点 2：間接コストの死亡を推計するに

あたり、将来賃金を 5％割り引いた（Singl

e et al., 2003; Carr et al., 2021）。（方法

2）（方法 4） 

 

変更点 3：直接コストの自動車事故を推計

するにあたり、内閣府令和 4 年度交通事故

の被害・損失の経済的分析に関する調査に

よる 2014 年度交通事故による損失額に、交

通事故件数に占める飲酒あり構成率（2014

年、2017 年とも 0.8%）を掛け合わせた。

この変更に伴い、自動車事故による人的損

失が重複して計上されるのを防ぐために、

直接コストの医療費でアルコール寄与死亡

数に占めるアルコール寄与外因死亡率（ア

ルコール寄与外因死亡/（アルコール寄与内

因死亡＋アルコール寄与外因死亡））を算出

する際に、自動車事故による死亡数を差し

引いた。また、間接コストの死亡を推計する

にあたり、アルコール寄与死亡数から自動

車事故による死亡数を差し引いた。変更点

1 で示したように、0~19 歳は AAF を利用

する推計に含まれていないが、交通事故に

よる損失額の人的損失には死亡、後遺障害、

傷害として含まれていることで、この変更

により 0~19 歳の損失がある程度補完され

ているとした。（方法 3）（方法 4） 

 その他のコストの推計は、尾崎らと同じ

方法で行っており、詳細は文献を参照され

たい（尾崎ら., 2017）。 

 

Ｃ. 研究結果 

アルコール摂取がもたらすコスト研究の枠

組み 

これまで日本で行われたアルコール関連

問題のコスト推計の枠組みについては、Sin

gleらが 2003年に示した枠組みと比較した

ところ、有形コスト（tangible cost）のカ

テゴリーである 1. Consequences to heal

th and welfare system、2.  Productivity

 costs、3.  Law enforcement and crimi

nal  justice costs、4. Other costs を満た

していた。 

表 2 に、日本でこれまでに行われたアル

コール関連問題のコストに関する研究と本

研究の研究方法を比較した結果を示す。Na

kamura ら、尾崎らはアルコール関連問題

のコストを算出しており、Taguchi and Ik
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eda はアルコール関連問題の医療費、杠ら

はアルコール依存症の医療費を推計してい

る。コストの見積もりは、すべて top-down

 approach で行っており、杠らはレセプト

データを用いた bottom-up approach での

推計も行っている。AAF の引用元は研究に

よって異なる。労働損失の推計に用いたデ

ータが Nakamura らと尾崎らで異なる点

がある。なお、尾崎らと同じ方法で行った 2

017 年の推計値を参考までに表に含めた。 

 

2017 年のアルコール寄与死亡数、アルコー

ル寄与推計患者数 

 2017 年のアルコール寄与死亡数は 58,00

7 人で、2017年全死亡数の 4.3%を占めた。

性年齢グループ別、アルコール寄与死亡数

は 20-34 歳 1,438 人（男性 1,195 人、女性

292 人）、35-64 歳 13,626 人（男性 11,438

人、女性 2188 人）、65 歳以上 42,942 人（男

性 34,599 人、女性 8,243 人）であった。全

アルコール寄与死亡に占める外因のアルコ

ール寄与死亡の割合は、20-34 歳 93.6%、3

5-64 歳 35.6%、65 歳以上 11.5%であった。 

 推計患者数を表 3 に示す。2017 年のアル

コール寄与推計入院患者数（内因性疾患）は

30,210人（総入院患者数に占める割合 2.3%）

であった。性年齢グループ別、アルコール寄

与推計入院患者数は 20-34 歳 181 人（男性

152 人、女性 29 人）、35-64 歳 10,527 人

（男性 9,147 人、女性 1,380 人）、65 歳以

上 19,500 人（男性 18,846人、女性 654人）

であった。2017 年のアルコール寄与推計外

来患者数（内因性疾患）は 88,314 人（総外

来患者数に占める割合 1.2%）であった。性

年齢グループ別、アルコール寄与推計外来

患者数は 20-34 歳 938 人（男性 620 人、女

性 317 人）、35-64 歳 29,177 人（男性 27,0

57 人、女性 2,119 人）、65 歳以上 58,198 人

（男性 55,204 人、女性 2,993 人）であっ

た。 

 

アルコール関連問題のコスト推計 

 本研究のアルコール関連問題のコストの

推計値を、これまで日本で行われてきた研

究の推計値と併せて、表 2 に示す。 

アルコール関連問題の医療費は、自動車

事故を含めた（方法 1）と（方法 2）で 9,1

84 億円（国民医療費の 2.1%）、自動車事故

を含まない（方法 3）と（方法 4）で 8,970

億円（同じく 2.1%）であった。入院医療費

と外来医療費の内訳は、（方法 1）と（方法

2）で 4412 億円と 4735 億円、（方法 3）と

（方法 4）で 4326 億円と 4643 億円であっ

た（表 3）。アルコールが寄与する医療費が

最も高い疾患群は、入院医療費は新生物、外

来医療費は循環器系の疾患であった。尾崎

らの推計値よりは大きく、Taguchi and Ik

eda の推計値より小さい。その他の治療費

は、99 億円で、AAF の変更により尾崎らの

推計値より大きくなった。 

アルコール関連問題により発生した死亡

による労働損失は、（方法 1）1 兆 3,352 億

円、将来賃金を 5%割り引いた（方法 2）1

兆 2,684 億円、自動車事故を含まない（方

法 3）1 兆 2,709 億円、自動車事故を含まず

かつ将来賃金を 5%割り引いた（方法 4）1

兆 2,074 億円であった。アルコール関連問

題により発生した疾病で受療による欠勤の

損失は、292 億円であった。 

アルコール関連問題の間接コスト労働生

産性損失は、有害なアルコール使用による

生産性低下が 5.7%低下で 5,327 億円、21%
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低下で 1 兆 9,627 億円、25%低下で 2 兆 3,

365 億円と推計された。家事労働損失は、

有害なアルコール使用による生産性低下が

5.7%低下で 2,060 億円、21%低下で 7,580

億円、25%低下で9,030億円と推計された。

なお、5.7%と 25%は Thavorncharoensap

らの報告を、21%は Harwood の報告を参照

し、Nakamura らは 21%を用いている。（H

arwood et al., 1984; Thavorncharoensa

p et al., 2010） 

直接コストの自動車事故は、物的損失の

みを含めた（方法 1）と（方法２）では 15

2 億円、人的損失も含めたすべての交通事

故の損失額をこのカテゴリーで含めた（方

法 3）と（方法 4）では 1,107 億円であった。 

以下のコストは尾崎らと同じ方法で推計

した。直接的コストの犯罪（裁判所費用、警

察費用）による損失 1,336 億円、アルコー

ル依存症に対する社会保障プログラムでの

損失は、生活保護支給 25 億円、障害年金支

給 99 億円、高齢者施設入所 32 億円であっ

た。間接コストの犯罪での損失は、刑務所費

用/保護観察費用は 634 億円、児童虐待/家

庭内暴力被害は 54 億円であった。 

以上をまとめた 2017 年のアルコール関

連問題のコストは、有害なアルコール使用

による労働生産性/家事労働低下の推計に

用いた低下率によって異なるが、（方法 1）

3兆 2,646億円～5兆 7,654億円、（方法 2）

3兆 1,978億円～5兆 6,986億円、（方法 3）

3兆 2,744億円～5兆 7,752億円、（方法 4）

3 兆 2,109 億円～5 兆 7,117 億円であった。 

 

Ｄ. 考察 

これまで Nakamura ら、尾崎らが行った

アルコール関連問題のコスト推計の枠組み

は、Single らのガイドラインの枠組みと大

枠は合致しており、妥当な枠組みであると

考えらえた（Single et al., 2003）。この S

ingle らの枠組みは、近年のオーストラリア

やカナダのアルコール摂取がもたらすコス

ト推計にも用いられている（Jiang et al., 

2022; Canadian Substance Use Costs a

nd Harms Scientific Working Group., 2

023）。一方、枠組みの細かい項目について

は、推計に用いたい値が入手できず、算出で

きなかったコストもある。例えば、各都道府

県の精神保健福祉センターや保健所にかか

るコストやアルコールが寄与する火災によ

る損失コスト（Nakamura らの推計には含

まれていたが現在はデータを入手できてい

ない）、アルコール寄与疾患の救急搬送にか

かる費用などである。また、胎児性アルコー

ルスペクトラム障害は含まれておらず、他

者の飲酒によってもたらされた Quality of

 Life の低下（無形コスト）も本推計には含

まれていない（Navarro et al., 2011）。そ

の分アルコール関連問題のコストは過小評

価されるが、推計に含めていないコストと

して示しておくのが望ましい。 

本研究では、2017 年の日本の飲酒パター

ンを考慮した AAF を用いた。その結果、こ

れまでの尾崎らの報告と比較し、アルコー

ル寄与死亡者数や患者数が増え、アルコー

ル寄与医療費や労働生産性・家事労働損失

が大きくなった。本研究のアルコール寄与

死亡者数や患者数が尾崎らの報告より増加

したのは、今回用いた InterMAHP による

AAF に過去飲酒者割合が考慮されている

ことによる。アルコール寄与疾患に関する

エビデンスが蓄積されてきており、今後も

日本の飲酒パターンに即した AAF を用い
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て推測することが望ましい。一方、Nakam

ura らや Taguchi and Ikeda に比べて、本

研究のアルコール寄与医療費は低い結果で

あった。その理由は、Nakamura らや Tag

uchi and Ikeda の推計では、疾患群に疾患

群の AAF を掛けており、アルコール寄与医

療費が比較的大きく、尾崎らは米国 Center

s for Disease Control and Prevention

（CDC）の傷病基本分類ごとの AAF を傷

病基本分類にかけており、アルコール寄与

医療費が比較的低く出るためだと考えられ

る。 

今回推計した 2017 年のアルコール関連

問題のコストは、3 兆 1,978 億円～5 兆 7,7

52 億円であった。2017 年の日本の酒税収

入は 1 兆 3110 億円であり、アルコール関

連問題のコストは収入を越えていることが

推測される。アルコールの有害使用低減の

ために、有効な施策として WHO が推奨す

る対策Best Buysの一つに価格政策があり、

酒税の税率を上げること、純エタノール 1g

あたりの単価を上げること、が提案されて

いる。日本でアルコール価格政策を実施す

ると、どの程度酒税収入とアルコール問題

のコストのギャップ縮小の評価など、アル

コール関連問題のコスト推計は、政策導入

による効果推計に今後活用できると考えら

れる（Taguchi and Ikeda., 2015）。 

 

Ｅ. 結論 

 アルコール関連問題のコスト推計の先行

研究の枠組みを確認した上で、先行研究の

手法を参考に、2017 年の日本の飲酒パター

ンを考慮した AAF を用いて、2017 年のア

ルコール関連問題のコスト推計を行った。

推計された 2017 年のアルコール関連問題

のコストは、3 兆 1,978 億円～5 兆 7,752 億

円であった。本推計に含められていないコ

ストもあり、幅の大きい値であるが、アルコ

ール関連問題のコスト推計はアルコール関

連問題を低減する施策の評価への活用がで

きる可能性がある。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表  

なし 

 2.  学会発表 

なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 

 1. 特許取得 

なし 

 2. 実用新案登録 

なし 

 3.その他 

なし 
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